
市民の皆さんに松戸市人事行政の運営等の状況について理解していただくため、その概要をお知らせします。

問 人事課 TEL：047-366-7306

◆職員の給与及び定員管理等の状況

1．総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

人

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数については令和6年4月1日現在の人数です。また、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）、定年前再任用短時間勤務職員

 　及び会計年度任用職員を含みません。

3　給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間勤務職員の給与費が含まれていますが、

   会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

(3)ラスパイレス指数の状況

（注）1　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

   学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

2　（）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数です。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における

　国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給割合を用いて補正したラスパイレス指数です。

　（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給割合）／（1＋国の指定基準に基づく地域手当支給割合）により算出しています

3　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

4　ラスパイレス指数（地域手当補正後ラスパイレス指数を含む）の算出に当たっては、60歳に達した日後の最初の4月1日以後に支給される

　 給料月額について、本来の給料月額の7割水準に設定される職員を除いています。

※　令和6年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③100を

　　 超えている場合について、その理由及び改善の見込み

(4)給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされています。

①給料表の見直し

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

他の給料表については、一般行政職との均衡を踏まえて見直しを実施。

（参考）一人当たり

給与費 B/A

千円

7,059

　　　　　千円

20,625,9085,245,566

 （改定実施時期） 平成27年4月1日

千円

類似団体平均

16.3

合計　Ｂ

千円

31,561,228

　　　　　千円

2,922

人

職員数　A
職員手当

（参考）

 （　内　　容　）

一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均2.94％、最大7.6％の引下げ。

激変緩和のため、3年間（平成30年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

（参考）

（要因）

（改善方法）

短大及び高校卒の経験年数25年以上の平均給料額が高いため

ラスパイレス指数の引き上げ要因となっている高齢層を中心に、昇給・昇格制度等の見直しを図っている。

千円

500,395

人件費　B歳出額　A　

令和6年度

給料

*

令和5年度の人件費率
人件費率　B/A

松戸市人事行政の運営等の公表

実質収支

給与費

期末・勤勉手当

　　　　　　　千円

15.2

　　　　　　％

千円

11,779,466

6,463,391

　　　　　　　　　　　％

192,763,852

区分

令和6年度
　　　　　千円

区分

3,600,876

住民基本台帳人口

（令和7年1月1日）

R3.4.1

101.1 

(101.1)

R3.4.1

100.0 R3.4.1

98.8 

R4.4.1

101.1 

(101.1)
R4.4.1

99.9 R4.4.1

98.7 

R5.4.1

100.9 

(100.9)
R5.4.1

99.7 R5.4.1

98.6 

R6.4.1

100.8 

(101.7)
R6.4.1

99.6 R6.4.1

98.6 

90.0

95.0

100.0

105.0

110.0

松戸市 類似団体平均 全国市平均
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②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（参考）

③その他の見直し内容

2．職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和7年4月1日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

円 円

円 円

円 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（令和4年から令和6年の３ヶ年平均）。

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※　年収ベースの「公務員（C）」および「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

     期末・勤勉手当、民間においては前年支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　　　　③教育職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）1　「平均給料月額」とは、令和7年4月1日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。

2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を

　 合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　 　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

令和7年度

9%

10%

各年度の支給割合

（A）

309,963

315,902

類似団体

-

*19人

C/D

*

参考

*

428,615

平均給料月額

松戸市

10%

10%

平成27年度以降

参考

305,769

-

*

326,880

-

440,818

414,480

平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）

-

調理士

職員数 平均給与月額

56.2

平均年齢

58.3

（B）

-

*

平均給与月額

*

-

*

42.1

*

民間

A/B平均年齢

**

55.0

177人 291,725

国

民間

*

51.3

355,162 用務員

の類似職種

39人

対応する民間

平均年齢

**

10%

10%

平成26年度

千葉県

392,123

*

* * * *

松戸市 39.4

公務員

6,931,651

年収ベース（試算値）の比較

類似団体

344,698 385,218 廃棄物処理業

千葉県

うち清掃職員

うち用務員

区分

（支給割合）

（実施時期）

管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）

　国基準9％に対し、本市においては10％を支給。

　平成27年4月1日より、地域手当支給割合は据え置きとなっている。

平均給与月額

松戸市

国

区分

-

332,23741.9

うち給食調理員

1,703人

60.4

松戸市の
支給割合

国基準による
支給割合

58人

平均給料月額

公務員

271,475

* *

区分

（国比較ベース）

327,438341,628

361,973

*

松戸市

うち給食調理員

*

* *

（C）

うち清掃職員

*類似団体

千葉県

4,946,397

*

294,567 -

*

-

*

-

337,907

*

うち用務員

区分

428,645

*

-

平均年齢

- - -*

平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）

-

* *

（D）

-

-

-

平均給料月額

*

-

*

*

367,707 476,544

*

- -

*

-

-

5,983,586

*
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（2)職員の初任給の状況（令和7年4月1日現在）

総合職 円

一般職 円

円 円 円

円 円

（3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和7年4月1日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

3．一般行政職の級別職員数等の状況

（1)一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（令和7年4月1日現在）

（注）1　松戸市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

  

人

円

1級 主事補、技師補

区分

区分

中学卒

経験年数10年

一般行政職

人

－

242,700

244,700

区分

標準的な職務内容 職員数 構成比

主任主事、主任技師

人

2.2

6.1

主幹、係長

部長

－

－

－

千葉県

20.6

100.0

％

％

15.2

人

262 人 308,500

国

4級

409,783

188,000

417,976

355,200

299,375

－

343,408

8級

一般行政職

428,064

408,300

458,300 488,500

424,100

技能労務職

技能労務職

％

34

教育職 大学卒

円

人

154

円

補佐

－

％26.2

円

354,700

円

円

315

458,000

－

％

円

192,500

人

－

225,600

高校卒

*194,500

10.1

230,000

399

17.1

－

大学卒

高校卒

283,609

高校卒

大学卒

高校卒

円

400,820

経験年数25年

円円

％

円係長

人

370,406

経験年数30年経験年数20年

松戸市

*

*

220,000
円

408,400

人

6級

7級

5級

3級

課長

円

円

93

321,300

％

円

1,528

2.5

298,800

183,500

230,000

265,300

360,900

１号給の
給料月額

最高号給の
給料月額

233

円

386,100

38 ％

2級 主事、技師

合計 ％

円258,100円

1級, 2.5% 1級, 3.0% 1級, 3.5%

2級, 17.1% 2級, 17.5%
2級, 21.6%

3級, 26.2% 3級, 26.8%

3級, 26.5%

4級, 15.2% 4級, 13.5%
4級, 9.1%

5級, 20.6% 5級, 21.3% 5級, 22.0%

6級, 10.1% 6級, 9.5% 6級, 8.5%

7級, 6.1% 7級, 6.0% 7級, 6.7%
8級, 2.2% 8級, 2.4% 8級, 2.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

R7年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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（2)国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（令和7年4月1日現在）

（3)昇給への人事評価の活用状況（一般行政職）（松戸市）

○

標準の区分のみ　（一律）

ロ．　人事評価を活用していない

イ．　人事評価を活用している

○

活用予定時期

管理職員

昇給可能
な区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能
な区分

○

活用している昇給区分

一般職員

昇給実績が
ある区分

令和6年度中における運用

標準、下位の区分

上位、標準、下位の区分

上位、標準の区分

○

4



4．職員の手当の状況

（1)期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（令和6年度）

千円

（令和6年度支給割合） （令和6年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～15％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 10～25％

（注）　(  )内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

○勤勉手当への人事評価の活用状況　（一般行政職）　（松戸市）

（2)退職手当（令和7年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

退職前早期退職特例措置 （2％～45％） 退職前早期退職特例措置 *

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）1　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

2　「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく

  　退職した場合を含みます。

(3)地域手当（令和7年4月1日現在）

％ 人 ％

  

イ．　人事評価を活用している

2.10　月分

（1.000）月分

47.709

47.709

活用している成績率
支給実績が
ある成績率

386,185

24.58688

国の制度（支給割合）

20,819

*

期末手当

千円

勤勉手当

3,212

1,246,606

上位、標準、下位の成績率 ○

支給職員１人当たり平均支給年額（令和6年度決算）

上位、標準の成績率

活用予定時期

*

9

円

10

○

28.0395

全地域（医師以外）

標準の成績率のみ　（一律）

標準、下位の成績率

3,145

47.709

*

国

勤勉手当

管理職員 一般職員

1,619

松戸市

支給割合支給対象地域

*

*

*

―

支給可能な
成績率

ロ．　人事評価を活用していない

2.10　月分

39.7575

*

（1.400）月分

2.50　月分

国

（1.400）月分

33.27075 *

*19.6695

○ ○

支給実績（令和6年度決算）

令和6年度中における運用

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

2.50　月分

千葉県

期末手当

（1.000）月分

松戸市

*

*

支給対象職員数
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(4)特殊勤務手当（令和7年4月1日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

(5)時間外勤務手当

 （注）職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の４月１日現在の

総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員

を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

支給実績（令和5年度決算）

一般職・技労職

特殊現場勤務手当

料金等徴収手当

技労職

一般職

し尿・ごみ等収集処理手当

防疫等作業手当 一般職

行旅死病人取扱手当

千円

危険作業手当

教育職員特別業務手当

支給実績（令和6年度決算）

特殊車両運転手当

教育業務連絡指導手当

災害出場、救急出場

教育業務

-

一般職

346

4,843

-

45.8

709

12,112

527

300円/日

500円/日

千円

一般職・技労職

行旅死病人の処理作業

教育職

500円/日

59,003

39,309

有害物取扱、高所作業

外勤・対人折衝

130円～600円/日

支給実績（令和6年度決算）

一般職

539

1

1,922

23,069

し尿・ごみ等収集処理

348 千円
2,000円/回（病人）

300円/日

手当の名称

500円/日

11,372

2,269

963,399

360

千円

消防出場手当

1,800円～16,000円/日

大型車両、特殊車両運転

防疫作業、害虫駆除等技労職

318

3,000円/回（死亡人）

教育業務

1,500円/日

大規模災害等、消防水中訓練 400円/回

円

％

355

滞納分の料金徴収

土日勤務職場

環境衛生従事手当

職員１人当たり平均支給年額（令和6年度決算）

技労職

千円

職員１人当たり平均支給年額（令和5年度決算）

教育職

技労職（調理員）保育手当

消防職

生活保護等面接手当

千円

970,811

一般職・技労職・消防職

感染症患者治療等 500円～4,000円/回

200円/回

200円/日

税務外勤手当

628

不快等職場

75円/日

支給対象職員 主な支給対象業務

手当の種類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和6年度）

左記職員に対する支給単価
支給実績

（令和6年度）

14

支給職員１人当たり平均支給年額（令和6年度決算）

100円～2,000円/回

250円/日生活保護者の認定、面接、訪問等

通常保育

6



（6)その他の手当（令和7年4月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

一日につき3,970円から6,620円を支給

災害派遣手当

千円

一日につき3,970円から6,620円を支給

国の制度
との異同

2,226,000

千円

555,000

①勤務1回につき6,000円から12,000円
を支給（勤務時間が6時間超の場合は
9,000円から18,000円を支給）

59,242

806,317

1人につき 5,000円加算

11,500円

○父母等

　月額2,000円から8,000円を支給

68,799

千円

0

　（高校生～大学生）

および支給額異なる

○配偶者

0

0

○特に顕著な業績を挙げたと認められ
る特定任期付職員

同じ

および支給額

4,485 43,970

②勤務1回につき3,000円から6,000円を支給

293,617

千円

○借家・借間居住者

231,740
同じ

206,413

　使用距離に応じて月額2,000円～

　31,600円を支給

同じ

○休日における正規の勤務時間中に

　定期代等月額150,000円までは全額支給

○電車・バスを利用する場合

同じ

千円

○上記のうち満16歳となる年度初めから

○自動車等を使用する場合
85,648

○子

　時間単価の3.5割増×時間数を支給

　 3級以上の職員については、父母等

　満22歳の年度末までの子

　月額54,400円～114,000円を支給

役職分類

224,774

手当名

388,645

平均支給年額

管理職手当

3,000円※

（令和6年度決算）

国の制度と
異なる内容

内容および支給単価

支給職員１人当たり
支給実績

（令和6年度決算）

および支給額

役職分類

257,816

○管理又は監督の地位にある職員

千円

宿日直手当

　月額185,500円以内を支給

○医療職俸給表(一)の適用を受ける職員

千円

同じ

　定期券は6ヶ月定期等最も経済的なもの

　家賃額に応じて28,000円を限度に支給

翌日の午前5時までの間に勤務した職員
夜間勤務手当

休日勤務手当

住居手当

通勤手当

同じ

193,503

　勤務した職員

237,246

異なる

　家賃が月額16,000円を超える場合、

29,102

　時間単価の2.5割×時間数を支給

※ 行政職俸給表8級及び医療職俸給表(一)

 　は3,500円、配偶者は支給なし

初任給調整手当

6,500円※

千円

管理職員
特別勤務手当

異なる

千円

俸給月額に相当する額を支給

1,110

千円

特定任期付職員
業績手当

0

0

○災害応急対策又は災害復旧のため本
市に派遣され、本市の区域内に滞在す
ることを要する職員

3,910

役職分類

千円

○　①臨時又は緊急の必要その他の公
務の運営の必要により週休日又は祝日
法による休日等若しくは年末年始の休
日等において勤務した管理職員

○　②災害への対処その他の臨時又は
緊急の必要により週休日等以外の日の
午後10時から午前5時までの間であつて
正規の勤務時間以外の時間において勤
務した管理職員

武力攻撃災害等
派遣手当

○国民の保護のための措置の実施のた
め本市に派遣され、本市の区域内に滞
在することを要する職員

千円

扶養手当

○宿日直勤務職員

義務教育等
教員特別手当

○松戸市立高等学校に勤務する教育職員

2,226

　1回につき4,400円(勤務時間が5時間
未満の場合は、2,200円、半日勤務時間
が割り振られている日に退庁時から引
き続いて行われる場合にあつては6,600
円）を支給

0

○正規の勤務時間として午後10時から

同じ

千円
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5．特別職の報酬等の状況（令和7年4月1日現在）

円

円

円

円

円

　 （令和6年度支給割合）

月分

　 （令和6年度支給割合）

月分

　　 （算定方式）

円

円

（注）1 退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた

  場合における退職手当の見込額です。   

2 市長、副市長には、このほか地域手当（10％）及び通勤手当が支給されます。

6．職員数の状況

（1）部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

（注）1　職員数は、一般職（常勤）に属する職員数です。

2　【　　　】内は、条例定数の合計です。

（2）職員の採用および退職の状況（令和6年度：令和6年4月1日～令和7年3月31日）

（注）市長部局等には教育委員会を除く各行政委員会を含みます。

組織の見直しによる

19病院

0 0

年度当初採用

1,369

議　　　会

67

商　　　工

土　　　木

小　　　計

税　　　務

民　　　生

市長

議員

副議長

*

*

1,050,000

（参考）類似団体における最高／最低額

142 業務増による

消　　　防

一
般
行
政
部
門

特
別
行
政

総務企画

農林水産

市長部局等

消防局

8

公
営
企
業
等

会
計
部
門

小　　　計

業務増による

《参考》人口1万人当たり職員数　39.09人

業務の見直しによる

業務増による

107

合　　計

教　　　育

業務の見直しによる

4092

退職者数

自己都合等退職

522

280

0

8

16

72

42

 
 
部
門

報
酬

退
職
手
当

860,000

期
末
手
当

市長

副市長

副市長

議員

23,688,000

議長

市長

給
料

4,282

525

426

3

合　　　計 2,909

衛　　　生

435

労　　　働

229

12

△ 6

水　　道

業務の見直しによる

業務の見直しによる

《参考》人口1万人当たり職員数　85.48人

定年退職

△ 9

23

△ 7

△ 9

4

△ 6

5

△ 3

0

1

△ 2

138

21

957

1,965

2,922

25

4,291

区分

0

90107

水道

230 28 258

0

208

業務の見直しによる

179

0

合計

4

25

34

1,373

21 0

△ 1

58

98

951

7

《参考》人口1万人当たり職員数　58.07人

284

【0】

採用者数　

1,163

48 47

285 △ 1

【4,366】

660,000

590,000

（1期の手当額）

職員数

21

令和6年 令和7年

144

【4,366】

783

21 0

△ 1

医療職補充による

業務増による

4.6

業務の見直しによる

466

1,958

788

0

13

138

226

1,162 1

△ 13

主な増減理由

465

対前年
増減数

総　合　計

普
通
会
計
部
門

教育委員会

0

23

88

2

034

病　　院

区分

合計

下水道

その他

85

合計中途採用

区分

副市長

任期ごと

任期ごと

議長

副議長

4.6

給料月額等

10,732,800

720,000

給料月額×在職月数×26/100

給料月額×在職月数×47/100

（支給時期）
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（3）年齢別職員構成の状況（令和7年4月１日現在）

　

（4）職員数の推移

（単位：人・％）

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

4,289

460 （ △ 8.0% ）

1,950

4,291

1,369

2,922 2,909

1,365 1,371

4,245

（ 4.6% ）

451

525

2,917

23

区分

390

55歳43歳

256

人

1,958

（ △ 0.3% ）

令和6年度 過去5年間の増減数（率）令和3年度

410

総合計

44歳32歳

4,261

人

59歳

人

4,282390

令和4年度 令和5年度

445 524

人

363542

452

507

48歳

522

1,372

（ 0.2% ）

△ 37

△ 4

2,896

人人人 人

以上

60歳

4,273

1,377

普通会計計

令和2年度

4,282

人

～

47歳
～ ～

40歳

職員数

507

1,937

507

一般行政

人

463

502

382

教育

消防

2,896

公営企業等会計計

～～

人 人 人

212

20歳

361

～

35歳31歳

435

28歳24歳 36歳20歳

7

～

51歳

1,965

2,874

1,931

23歳

56歳52歳

合計

～～

未満 27歳

～

426

1,373

9

（ 0.4% ）13

1,916

39歳

区　分

（ 1.4% ）27

令和7年度

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

構成比

5年前の構成比
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7．公営企業職員の状況

（1）病院事業

①　職員給与費の状況

　　決算

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数については、令和7年3月31日現在の人数です。

3　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間勤務職員の給与費が

   含まれていますが、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和7年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注） 1　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

2　平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員（フルタイム）を含んで算出しています。

③　職員の手当の状況

ア　期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（令和6年度）

（令和6年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

月分

（ 1.4 ） 月分 （ 1.0 ） 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算       5～15％

（注）（　）内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和7年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

最高限度 月分 月分

その他の加算措置

退職前早期退職特例措置

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）1　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

2　「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく

  　退職した場合を含みます。

区分 総費用　A
純損益又は
実質収支

職員給与費　B
（参考）　令和5年度の総費用

に占める職員給与費比率

51.7

総費用に占める

職員給与費比率　B/A

48.4
令和6年度

千円 千円 千円 ％

28,736,306 △ 6,871,962 13,903,429

（参考）
市町村
平均

％

千円

*

区分 職員数　A
給与費

給料 職員手当 期末･勤勉手当 合計 Ｂ

1,164 4,735,333 2,379,143 2,098,614 9,213,090
令和6年度

人 千円 千円 千円

(参考)1人当たり
給与費　B/A

千円

7,915

医師 38.6 541,953 1,222,124

看護師 39.3 357,957 575,373

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

松戸市 39.7 389,414 681,173

松戸市病院事業

2,499 千円

松戸市病院事業

19.6695 24.58688

事務・医療技術者等 41.1 364,471 576,608

団体平均 * * *

2.50 2.10

（2％～45％）

28.0395 33.27075

39.7575 47.709

47.709 47.709

2,879 38,929

千円
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ウ　地域手当（令和7年4月1日現在）

％ ％

％ ％

エ　特殊勤務手当（令和7年4月1日現在）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

オ　時間外勤務手当

（注）1 　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

2　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の4月1日現在の

　　総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、

　　暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間勤務職員を含みます。

支給実績（令和6年度決算） 566,193 千円

全地域（医師以外） 10 1,027 人 10

支給職員1人当たり平均支給年額（令和6年度決算） 464,092 円

支給対象地域 支給割合 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給割合）

支給実績（令和6年度決算） 677,271 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（令和6年度決算） 683,422 円

医師に対する特例 支給割合 支給対象職員数

医師 16 198 人

医師
診療に従事する臨床医の支援・指導又は
必要な調査・研究を行う医師

自宅待機手当 医療職 救急診療等のため待機を命ぜられた職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和6年度） 80.9 ％

手当の種類（手当数）（令和6年度） 15

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

入院受入手当 医師
入院患者を受け入れ、諸処理を行った職
員

観察手当 医師
術後経過観察又は重症患者処理等のため
居残りした医師

臨床指導・調査・研究手当

200円・400円/日

500円/回

3,000円/体

放射線等照射業務に従事した職員

夜間看護手当 看護職・医療技術者
夜間において行われる看護等の業務に従
事した職員

急患診療手当 医療職 救急診療のため業務に従事した職員

休祭日勤務手当 医療職
休祭日において特別に業務に従事した職
員

手術・訪問看護手当 看護職
手術室又は訪問看護ステーションに勤務
する職員

放射線取扱手当

9,500円以内/回

10,000円/月

5,000円以内/月

19,000円以内/回

60,000円以内/回

200,000円以内/回

防疫手当 医療職
感染症患者の収容、検診、治療又は消毒
作業に従事した職員

解剖手当 医師・医療技術者 解剖検診、検査に従事した職員

特別看護手当 看護職・看護補助者 早出遅出勤務に従事した職員

院内待機手当 医師
救急診療等のため院内で待機を命ぜられ
た職員

千円

職員1人当たり平均支給年額（令和6年度決算） 563 千円

派遣手当 医師
要請により特別に院外で業務に従事した
職員

赴任手当 医師
業務を円滑に行うため勤務を命ぜられた
職員

支給実績（令和5年度決算） 538,777 千円

職員1人当たり平均支給年額（令和5年度決算） 562 千円

93,111

103,875

25,638

120,302

17,305

16,314

265,631

3,890

4,727

23

51

0

0

23,354

3,050

医療職

支給実績（令和6年度決算） 619,838

左記職員支給単価

月額300,000円以内

5,000円/人

1,500円・2,000円/時間

1,500円・2,000円/時間
（手術を行った場合は6,500円以内/回
を加算）

13,000円以内/1回

10,000円/月
（5回を超えた1回につき2,000円加算）

医師の制度（支給割合）

16

支給実績

（令和6年度）
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カ　その他の手当（令和7年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

翌日の午前5時までの間に勤務した職員

　時間単価の0.25割×時間数を支給

通勤手当 同じ 78,131 千円 84,925

休日勤務手当手当 同じ 144,534 千円 170,040

夜間勤務手当 同じ

○正規の勤務時間として午後10時から 千円

P.7と同様

284,434

手当名
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績
（令和6年度決算）

支給職員１人当たり

内容および支給単価 平均支給年額

（令和6年度決算）

339,029

管理職手当 異なる 支給額 152,321 901,307

扶養手当 同じ 83,185 千円 220,649

千円

○管理又は監督の地位にある職員

　対象職員の属する級における最高の号
給の給料月額の100分の25以内を支給

対象職員

千円

P.7と同様

初任給調整手当

○医師、歯科医師、助産師、保健師、
　看護師及び准看護師 異なる

　月額185,500円以内を支給

住居手当 同じ 99,267 千円

292,582

宿日直手当 異なる 支給額

千円

　宿直又は日直勤務1回につき21,000円以
内を支給

113,470 168,853

95,927 535,902

○宿日直勤務職員

0 0

○　②災害への対処その他の臨時又は緊
急の必要により週休日等以外の日の午後
10時から午前5時までの間であつて正規の
勤務時間以外の時間において勤務した管
理職員

①勤務1回につき6,000円から12,000円を
支給（勤務時間が6時間超の場合は9,000
円から18,000円を支給）

②勤務1回につき3,000円から6,000円を支給

特定任期付職員
業績手当

同じ

千円

0 0

管理職員
特別勤務手当

○　①臨時又は緊急の必要その他の公務
の運営の必要により週休日又は祝日法に
よる休日等若しくは年末年始の休日等に
おいて勤務した管理職員

同じ

千円

○特に顕著な業績を挙げたと認め

られる特定任期付職員

　俸給月額に相当する額を支給

0 0

武力攻撃災害等
派遣手当

○国民の保護のための措置の実施のため
本市に派遣され、本市の区域内に滞在す
ることを要する職員

同じ

千円

0 0

災害派遣手当

○災害応急対策又は災害復旧のため本市
に派遣され、本市の区域内に滞在するこ
とを要する職員

同じ

千円

一日につき3,970円から6,620円を支給

一日につき3,970円から6,620円を支給
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(2)水道事業

① 職員給与費の状況

　　決算

　（参考）

（注）1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数については、令和7年3月31日現在の人数です。

3　職員数及び給与費については、任期付短時間勤務職員、暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間勤務職員の給与費が

   含まれていますが、会計年度任用職員の給与費は含まれていません。

②　職員の平均年齢、基本給及び平均月収額の状況（令和7年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（令和6年度）

千円

（令和5年度支給割合）

2.50 月分 2.10 月分

（ 1.4 ） 月分 （ 1.0 ） 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算       5～15％

（注）（　）内は、暫定再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（令和7年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 応募認定・定年

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

最高限度 月分 月分

その他の加算措置

退職前早期退職特例措置

１人当たり平均支給額　　　　

（注）1　退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

2　「応募認定・定年」のうち「定年」には、定年退職及び定年引上げ前の定年年齢に達した日以後その者の非違によることなく

  　退職した場合を含みます。

区分 総費用　A
 純損益又は
実質収支

職員給与費　B
総費用に占める
職員給与費比率

B/A
令和5年度の総費用に
占める職員給与費比率

9.3

区分 職員数　A
給与費 (参考)1人当たり

給与費　B/A

（参考）
市町村
平均給料 職員手当 期末・勤勉手当 合計　Ｂ

令和6年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

1,538,797 21,037 144,900 9.4

千円

21 86,643 19,587 38,670 144,900 6,900 *

松戸市 47.2 394,067 575,000

千円

期末手当 勤勉手当

水道事業

19.6695 24.58688

令和6年度
人 千円 千円 　　　　　千円 千円

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

28.0395 33.27075

団体平均 * * *

水道事業

1,841

39.7575 47.709

47.709 47.709

（2％～45％）

実績なし 実績なし
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ウ　地域手当

（令和7年4月1日現在）

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（令和7年4月1日現在）

オ　時間外勤務手当

（注）1 　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

2　職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の4月1日現在の

　　総職員数（管理職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、

　　暫定再任用職員（短時間勤務）及び定年前再任用短時間勤務職員を含みます。

カ　その他の手当（令和7年4月1日現在）  

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

支給実績（令和6年度決算） 9,405 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和6年度決算） 447,828    円

支給実績（令和6年度決算） - 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（令和6年度決算） - 　円

支給対象地域 支給割合 支給対象職員数（令和6年度） 一般行政職の制度（支給割合）

全地域 10 22 10

左記職員に対する支給単価
（令和6年度決算）

- - - - -

職員全体に占める手当支給職員の割合（令和6年度） - 　％

手当の種類（手当数）（令和6年度） -

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

支給実績（令和5年度決算） 970 千円

職員1人当たり平均支給年額（令和5年度決算） 46 千円

支給実績（令和6年度決算） 945 千円

職員1人当たり平均支給年額（令和6年度決算） 45 千円

-

手当名
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績
（令和6年度決算）

支給職員１人当たり

内容および支給単価 平均支給年額

（令和6年度決算）

千円 -

住居手当 同じ 392 千円 196,000

828,720

扶養手当 同じ 3,258 千円 232,679

管理職手当

P.7　と同様

同じ 4,144 千円

初任給調整手当 同じ

夜間勤務手当 同じ - 千円 -

通勤手当 同じ 1,445 千円 76,052

管理職員特別勤務手当 同じ - 千円 -

宿日直手当 同じ - 千円 -

武力攻撃災害等派遣手当
 同じ - 千円 -

災害派遣手当 同じ - 千円 -
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◆職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）勤務時間制度（部局別）

1日・1週間当たりの勤務時間、始業・就業時刻、休憩時間、休息時間の状況

通常の日勤職員

勤務時間 1日当たり 7.75時間

1週間当たり　38.75時間

始業時刻 午前8時30分

終業時刻 午後5時00分

休憩時間 午後0時15分～午後1時00分 (45分間）

その他の職員

夜間勤務（2交代制、3交代制のある交代勤務職場（消防、和名ケ谷クリーンセンター、病院等））

休憩時間 勤務時間が8時間以上に1時間以上

※休息時間 平成19年4月1日から廃止

（2）休暇制度{年休・特別休暇(病休含む）・介護休暇・介護時間、組合休暇・配偶者同行休業}

① 年次有給休暇制度 毎年度4月1日に最高20日付与、翌年度に20日まで繰り越すことが可能

② 特別休暇

夏季休暇 7月から9月までの間に6日以内

結婚休暇 5日以内

忌引休暇 続柄により1日～10日

父母の追悼 実父母の3回忌、7回忌などの行事の日　1日

出生サポート休暇 不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認められる場合、１年度で５日（体外受精その他の市長が

定める不妊治療に係るものである場合は、10日）以内

母体保護時間 妊娠中　30分単位で1日朝夕1時間まで

妊婦検診 妊娠中又は出産後1年以内の職員　必要な時間

妊娠6月まで4週に1回、妊娠7月から9月までは2週間に1回、産後1年まではその間に1回

配偶者出産休暇 分娩の日から2週間以内に3日

子の育児休暇 妻の出産日の翌日から子が１歳に達する日（小学校就学前の子が別にいる場合、出産予定日の前8週間から１歳に達する日）

の間に生まれた子、又は小学校就学前の子の養育のため、当該期間内において5日以内

育児時間 生後１歳に達しない子を育てるとき、30分単位で1日朝夕1時間まで

子の看護等休暇 12歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子・孫が病気や負傷した場合の看護をするため

に、対象となる子どもが1人の場合は、1年度で5日以内、2人以上いる場合は、1年度で10日以内

短期介護休暇 配偶者、父母、子等が疾病、老齢により日常生活を営むにあたり支障がある場合に介護を行うため、

要介護者が1人の場合は1年度で5日以内、2人以上いる場合は、1年度で10日以内

公民権行使 必要な時間（選挙等）

裁判員、証人、鑑定人 裁判員、証人、鑑定人として裁判所に出頭するとき、又はこれに準ずるとき、必要な期間

生理休暇 女性が生理時に就業が著しく困難なとき、2日以内

ボランティア休暇 1年度で5日以内

大災害の被災地、被災者への支援

身体障害者療護施設、特別養護老人ホームなどの支援

青少年の健全育成を目的とする活動

ドナー休暇 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞の提供希望の登録、検査、入院等、必要な期間

産前・産後休暇 分娩予定日前8週間(多胎妊娠の場合においては、14週間）前の日から出産日後8週間を経過する日までの期間

災害休暇 市長が必要と認めたとき、必要な期間

③ 介護休暇 配偶者、父母、子等が疾病、老齢により日常生活を営むにあたり支障がある場合、一の疾病に対し180日間　無給

④ 介護時間 要介護者の介護をするため、取得初日から最長3年間、1日2時間まで　無給

⑤ 病気休暇 負傷、疾病にかかったとき、医師が療養に必要と認めた期間、最長90日間

⑥ 組合休暇 登録された職員団体の業務、又は活動に従事する期間、1年度で30日まで　無給

⑦ 配偶者同行休業 3年を越えない範囲内において、外国で勤務等をする配偶者と外国において生活を共にすることができる　無給
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◆職員の分限および懲戒処分の状況

（1）分限処分の処分人数（部局別）

令和6年度分限休職処分者数（延べ人数）

131 人

31 人

2 人

87 人

0 人

251 人

（2）懲戒処分の処分人数（部局別）

令和6年度懲戒処分者数

0 人

0 人

1 人

0 人

0 人

1 人

◆職務の服務状況

（1）年休使用状況（部局別）

① 年次有給休暇の令和6年度平均取得日数 ② 年次有給休暇の令和7年4月1日の平均付与日数

日 日

日 日

日 日

日 日

日 日

（2）育休・部分休業取得状況（部局別）

① 令和6年度育児休業新規取得者数 ② 令和6年度部分休業新規取得者数

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

◆職員の研修および人事評価の状況

（1）研修の実績（令和6年度・人事課実施分）

処分事由

合計

部局 人数 処分の種類

部局 人数 処分の種類

市長部局等 休職・降任

教育委員会 休職

消防局

処分事由

心身の故障（地方公務員法第28条第1項第2号）
心身の故障（地方公務員法第28条第2項第1号）

水道 -

休職

病院 休職

水道 -

-

合計

消防局 減給1か月

病院 -

地方公務員法第29条第1項第1号、第33条

-

-

教育委員会 -

-

市長部局等 - -

教育委員会 16.4 教育委員会 36.6

消防局 14.3 消防局 38.8

部局 日数 部局 日数

市長部局等 15.0 市長部局等 37.9

部局 人数 部局 人数

市長部局等 78 市長部局等 24

病院 13.4 病院 39.8

水道 17.4 水道 38.8

病院 43 病院 36

水道 0 水道 0

教育委員会 10 教育委員会 4

消防局 12 消防局 1

特別研修 特定の行政課題に対応するために必要な知識・技能の習得 17 800人

実務研修 実務遂行に必要な知識・技能の習得 7 580人

区　分 研　修　内　容 コース数 人数

基本研修 役職および勤務年数等に応じた基本的な知識・技能の習得 15 1,145人

派遣研修 職務の専門的かつ総合的な知識・技能の習得のため専門機関へ派遣 239 286人

合　　計 278 2,811人
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（2）職員の人事評価に関する状況（令和6年度）

◆職員の福祉および利益の保護の状況

（1）千葉県市町村職員共済組合、公立学校共済組合

地方公務員等共済組合法に基づき、健康保険に相当する短期給付、厚生年金保険に相当する長期給付事業等を行っています。

（2）千葉県市町村職員互助会

千葉県市町村職員共済組合が実施する福利厚生制度を補完するための組織です。千葉県内の市町村等の職員を会員とし、

会員の掛金と市の負担金により、出産費助成、介護休暇助成等の給付事業を行っています。

（3）松戸市役所職員共済組合

地方公務員法第42条に基づき、職員の元気回復、その他厚生に関する事業を実施していますが、この組織は、現在、市からの

交付金（公費支出）はなく、組合員（職員）の掛金だけで運営されています。

（4）健康診断の実施状況（令和6年度）

労働安全衛生法に基づき、年一回職員に対して健康診断を実施しています。

（5）公務・通勤災害件数(部局別）(令和6年度）

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

※認定には、前年度「申請」分も含みます。 ※認定には、前年度「申請」分も含みます。

◆公平委員会の業務の状況

評価項目

評価期間

対象者

対象職員数

令和5年10月1日から令和6年9月30日まで

令和6年9月末日に在職する職員（条件付採用期間中職員等を除く）※会計年度任用職員は別途実施

3,001人

創意工夫力、研究心、企画立案力、応対力、理解判断力、表現力、説明力、職務知識、正確性、仕事
の遂行力、仕事の効率性、即応性、熟練性、評価力、人材育成力、折衝力・調整力、管理統率・組織
運営能力、経営感覚、協調性、勤勉性、積極性、責任感、倫理の保持及び服務規律、職務意欲

定期健康診断及び
生活習慣病予防検査（35歳以上）

1,068 人

特殊業務等健康診断 875 人

区分 受診者数

定期健康診断（35歳未満） 793 人

市長部局等 17 17 市長部局等 3 3

公務災害 申請 認定 通勤災害 申請 認定

消防局 2 2 消防局 0 0

教育委員会 8 7 教育委員会 1 0

5

水道 0 0 水道 0 0

病院 3 2 病院 2 2

1．勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし

2．不利益処分に関する審査請求の状況 該当なし

合計 30 28 合計 6
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